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頁103款 02項 01目 012600000事業 ファミリーサポートセンター事業

国庫支出金 13020102001 1,1721,078次世代育成支援対策交付金
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03 民生費 02 児童福祉費 01 児童福祉総務費 子育て支援課0101010500-0000

0126 ファミリーサポートセンター事業
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１．事業の概要と必要性

(簡略番号：022293)

補助金等の名称

　育児の援助を受けたい人と、育児援助を行いたい人とが会員になり、会員相互に育児の
　援助活動を行うことにより、労働者が仕事と育児を両立して安心して働くことができる
　環境を提供するための事業です。本町は、合併時からこの制度を実施しており、アドバイ
　ザーを配置し、提供会員・依頼会員の確保と援助活動の調整を行っています。

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　次世代育成支援後期行動計画

５．本年度の計画効果
　　合併当初の会員数は114名（提供会員57名・依頼会員59名・両方会員9名）でしたが、フ
　ァミリーサポートセンターの研修やＰＲ活動により、平成22年12月末で189名（提供会員6
　4名・依頼会員101名・両方会員24名）と増加しています。緊急時や土・日、保育所の延長
　や一時保育または放課後児童クラブでは対応困難な育児援助を充実させるため、平成２３
　年度からはアドバイザーが携帯電話を所持し、休日等の問合せや申込みに対応できるよう
　にします。また、利用者の要望を把握するとともに現状分析を行い、安心して子育てでき
　る環境づくりに努めます。

６．財源の説明
　次世代育成支援対策交付金　事業費2,157,000円×1/2≒1,078,000円
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

役務費12
需用費11

09 旅費
10 交際費

08 報償費
賃金07

工事請負費15
使用料及び賃借料14

13 委託料
予備費

28 繰出金

22 補償、補填及び賠償金

償還金､利子及び割引料23

積立金25
投資及び出資金24

26 寄附金
27 公課費

貸付金21
扶助費20

18 備品購入費
19 負担金､補助及び交付金

17 公有財産購入費
原材料費16
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